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はじめに

⚫ 第110回制度検討作業部会（2026年1月23日）では、2025年度第３回オークションの結果を御報告した。

⚫ 今回は、2026年１月30日に行われた第４回オークション結果の御報告、および2026年度オークションにおける市

場範囲や2026年度オークション以降における値差への対応等について、御議論いただきたい。
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１．2025年度第４回オークションの結果について
２．2026年度オークションにおける市場範囲
３．2026年度オークション以降における値差への対応等



＜１年商品・固定価格取引 売応札量＞

第1回 第2回 第3回 第1回 第2回 第3回 第1回 第2回 第3回 第4回 第1回 第2回 第3回 第4回 第1回 第2回 第3回 第4回 第1回 第2回 第3回 第4回 第1回 第2回 第3回 第4回

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

北海道 21.6 20.5 20.3 26.9 26.5 27.4 34.0 31.1 29.8 29.1 22.3 22.3 22.3 0.0

東日本 299.7 292.0 307.2 321.8 311.5 311.5 348.1 347.8 347.9 5.1 204.7 206.1 214.8 2.5 149.3 138.6 72.5 25.6 148.1 140.9 75.0 5.3 196.5 189.1 113.2 13.6

西日本 306.6 299.3 296.3 333.2 330.1 328.9 370.5 369.9 363.1 6.1 287.8 231.5 218.1 4.6 171.3 144.2 70.8 15.1 137.6 136.3 70.4 6.9 151.3 153.2 89.3 13.1

九州 31.0 31.7 17.2 0.0 23.5 23.5 13.4 2.6 58.4 57.9 34.4 8.4
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2025年度第４回オークションの売応札量（１年商品・固定価格取引）

⚫ 売応札量は約35.1億kWhとなり、2024年度第４回オークションの売応札量の約235.6％となった。

⚫ 第４回オークションは大規模発電事業者の供出が任意となるが、 2025年度は2024年度に引き続き大規模発電事業

者の売応札はなかった。

【億kWh】

※ 表示単位未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある



第1回 第2回 第3回 第1回 第2回 第3回 第1回 第2回 第3回 第4回 第1回 第2回 第3回 第4回 第1回 第2回 第3回 第4回 第1回 第2回 第3回 第4回 第1回 第2回 第3回 第4回

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

北海道 10.2 8.9 7.1 7.6 6.3 6.5 13.2 9.0 12.2 9.7 16.5 16.6 15.8 5.7

東日本 127.4 112.2 119.1 110.0 98.1 110.6 167.9 160.1 154.4 130.8 240.7 274.8 215.5 90.6 60.5 42.4 27.2 20.2 62.3 40.2 42.4 31.9 69.3 67.9 45.4 28.7

西日本 94.8 82.4 85.1 75.8 73.5 70.7 121.1 102.3 109.2 105.5 165.9 117.2 66.5 53.1 48.5 28.6 23.1 11.2 45.3 29.8 32.4 19.1 26.8 27.1 23.0 15.1

九州 5.6 5.0 3.5 1.9 6.1 3.9 8.5 4.4 9.0 9.6 7.8 6.2
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2025年度第４回オークションの買応札量（１年商品・固定価格取引）

⚫ 買応札量は約50.1億kWhとなり、2024年度第４回オークションの買応札量の約90.3％となった。

【億kWh】 ＜１年商品・固定価格取引 買応札量＞

※ 表示単位未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある



＜１年商品・固定価格取引 約定結果＞

第1回 第2回 第3回 第1回 第2回 第3回 第1回 第2回 第3回 第4回 第1回 第2回 第3回 第4回 第1回 第2回 第3回 第4回 第1回 第2回 第3回 第4回 第1回 第2回 第3回 第4回

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

北海道 1.1 0.2 1.1 0.4 0.4 0.2 2.0 0.4 0.4 0.0 0.01 0.0 0.03 0.0

東日本 7.7 2.4 17.0 4.4 1.7 3.3 0.6 0.4 12.9 0.7 0.2 0.3 3.5 0.1 10.2 1.0 3.2 0.6 3.6 0.1 7.0 0.3 0.9 1.8 1.3 0.3

西日本 7.3 4.7 5.4 4.9 7.4 6.3 0.8 7.1 35.9 4.4 62.5 18.2 7.1 2.7 28.4 8.1 7.1 1.4 1.3 0.9 9.7 0.6 3.4 1.5 1.5 0.2

九州 0.2 0.0 0.6 0.0 0.03 0.0 0.9 0.0 0.4 0.1 0.1 0.0

約定率 7.0 3.5 11.1 5.0 5.3 5.2 1.1 2.9 17.8 2.1 14.8 4.5 3.6 1.9 33.9 11.9 20.2 5.9 4.3 1.4 21.0 1.6 4.4 3.2 3.7 1.0
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2025年度第４回オークションの約定結果（約定量/約定率（１年商品・固定価格取引 ））

⚫ 約定量は約0.5億kWhとなり、2024年度第４回オークションの約定量の約56.4％と減少した。

⚫ 約定率（約定量/買応札量）は2024年度第４回オークションの約定率が約1.6％であったのに対し、2025年度第４

回オークションでは約1.0％だった。

【%】【億kWh】

※ 表示単位未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある
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2025年度第４回オークションの約定結果（約定価格（１年商品・固定価格取引 ））

⚫ 約定価格は、東日本エリアで12.39円/kWh、西日本エリアで11.15円/kWhとなった。（※九州エリアにおいては

約定がなかった。）

⚫ 同商品の2024年度第４回オークションの約定結果と比較すると、各エリアの約定価格は、東日本エリアで約0.81倍、 

西日本エリアで約0.89倍であった。

【円/kWh】 ＜約定価格の推移＞

（出所）日本卸電力取引所（JEPX）の公開情報を基に事務局にて作成

※１ ベースロード市場の市場範囲については、2022年度まで北海道、東日本、西日本、2023年度以降は東日本、西日本、九州となっている
※２ １年商品・事後調整付取引、２年商品・事後調整付取引は2023年度オークションから導入
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１．2025年度第４回オークションの結果について
２．2026年度オークションにおける市場範囲
３．2026年度オークション以降における値差への対応等
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BL市場における市場範囲の設定および市場範囲の判断基準

⚫ BL市場はスポット市場を介して電気の受渡しを行っており、スポット市場においてエリア分断が発生した場合に生

じる値差の影響を受ける。こうしたことから、BL市場では過大な値差が発生する可能性を低減させるため、エリア

間値差の発生状況等を踏まえつつ、年度毎に市場範囲を設定している。

⚫ 市場範囲の判断基準に関しては、第71回制度検討作業部会（2022年10月31日）において整理がなされ、分断値差

発生率や分断値差を基準とし（以下「判断基準」という）、他に考慮すべき事象がある場合には、そうした点も踏ま

えて検討することが必要とされている。

判断項目 判断基準

分断値差発生率
直近１年間の分断値差発生率の平均が30%以上

直近１年間において分断値差発生率30％超の月が６ヶ月以上

分断値差 直近１年間の年間平均値差が1.5～2.0円/kWh以上

または

＋



（参考）BL市場創設時の市場範囲について
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第13回制度検討作業部会
（2017年10月30日） 資料4より赤枠追加



（参考）市場範囲の見直しについて
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第71回制度検討作業部会
（2022年10月31日） 資料3より抜粋
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2025年度オークションにおける市場範囲の検討経緯

⚫ 第101回制度検討作業部会（2025年４月１日）においては、分断状況が判断基準以上であったエリア間連系線はなく、2025年度

オークションの市場範囲を全国で統一することも考えられるものの、全エリア統一（基準エリアは東京）とした場合に四国・九州エ

リアになると一定程度大きな値差が発生することから、過大な値差が発生する可能性を低減させる観点からは、市場範囲を全国統一

とすることは適切でないこととされた。

⚫ 加えて、市場範囲が頻繁に見直されることによって事業者の市場予見性が低下するといった点にも配慮が必要であること等を踏まえ、

2025年度オークションにおける市場範囲については、2024年度オークションと同様に、東日本エリア（北海道、東北、東京）、西

日本エリア（中部、北陸、関西、中国、四国）、九州エリアの３つに分割することとされた。
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エリア 基準エリア
値差

(円／kWh)

北海道 東京 -0.97

東北 東京 -0.95

東京 東京 0

中部 東京 -0.93

北陸 東京 -1.94

関西 東京 -2.10

中国 東京 -2.12

四国 東京 -2.93

九州 東京 -2.84

エリア 基準エリア
値差

(円／kWh)

北海道 東京 -0.97

東北 東京 -0.95

東京 東京 0

中部 関西 1.16

北陸 関西 0.16

関西 関西 0

中国 関西 -0.02

四国 関西 -0.83

九州 九州 0

＜市場範囲を全国統一とした場合生じる値差の試算>
(2024年3月~2025年2月)

＜現在の市場範囲における値差>
(2024年3月~2025年2月)

＜ＢＬ市場の清算の仕組み＞
（2025年度オークション時点）

ＢＬ市場
精算価格

ＢＬ市場
約定価格

エリア
プライス

基準エリア
プライス

値差(ＢＬ市場)

＜基準エリアプライス＞
➢ 東日本市場・・・東京エリアプライス
➢ 西日本市場・・・関西エリアプライス
➢ 九州市場・・・九州エリアプライス

＜市場毎のエリア分類＞
➢ 東日本市場・・・北海道、東北、東京
➢ 西日本市場・・・中部、北陸、関西、中国、四国
➢ 九州市場・・・九州



（参考）2025年度オークションの市場範囲について
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第101回制度検討作業部会
（2025年4月1日） 資料5より抜粋



（参考）2025年度オークションの市場範囲について
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第101回制度検討作業部会
（2025年4月1日） 資料5より抜粋



（参考）2025年度オークションの市場範囲について
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第101回制度検討作業部会
（2025年4月1日） 資料5より抜粋



元 至

分断発生率

30%以上の

月の数

2025年3月 2025年4月 2025年5月 2025年6月 2025年7月 2025年8月 2025年9月 2025年10月 2025年11月 2025年12月 2026年1月 2026年2月

北海道 東北 × 0.28 29.0% 6 22.0% 24.7% 37.9% 51.5% 24.9% 19.8% 31.0% 42.0% 16.4% 31.7% 35.5% 8.6%

東北 東京 × -0.89 26.0% 6 9.9% 32.7% 32.0% 37.9% 26.5% 19.4% 36.8% 23.7% 36.5% 31.0% 13.4% 12.3%

東京 中部 × 0.90 45.0% 9 52.2% 55.3% 70.4% 76.3% 26.0% 31.8% 42.6% 52.6% 29.2% 46.8% 22.7% 33.4%

中部 北陸 × 0.52 28.3% 5 13.4% 14.5% 25.4% 19.4% 27.4% 54.5% 35.9% 32.1% 23.5% 30.6% 42.3% 19.3%

中部 関西 × 0.68 35.4% 7 13.4% 22.2% 25.4% 19.4% 27.4% 54.5% 35.9% 32.1% 61.9% 31.0% 61.8% 39.7%

北陸 関西 × 0.16 7.6% 1 0.0% 7.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 40.5% 1.1% 21.9% 21.8%

関西 中国 × 0.43 9.8% 0 6.6% 2.1% 1.3% 19.4% 29.7% 25.4% 19.9% 5.1% 1.5% 3.2% 1.5% 1.7%

関西 四国 ○ 1.66 36.4% 7 43.1% 16.3% 12.7% 25.6% 62.2% 45.6% 35.3% 39.8% 29.5% 12.4% 48.4% 67.1%

中国 四国 × 1.23 31.5% 6 39.1% 15.6% 11.6% 7.1% 49.4% 38.8% 27.0% 36.8% 28.3% 10.8% 48.1% 66.8%

中国 九州 × 0.43 15.7% 1 46.8% 19.8% 16.5% 5.2% 19.0% 3.6% 4.0% 18.8% 15.1% 11.2% 9.7% 18.0%

分断値差
（年間平均）

（円/kWh）

分断値差発

生率（年間平

均）

エリア間連系線 市場分割

の判断基

準該当有

無

各月の分断値差発生率(2025年3月～2026年2月)
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2026年度オークションにおける市場範囲について（１／４）

⚫ 2026年度オークションの市場範囲の検討にあたり、2025年３月～2026年２月における各エリア間の分断状況を確認したところ、下

表の通り。

⚫ このうち、関西ー四国間について、分断値差が約1.66円/kWh、分断値差発生率が約36.4％および分断値差発生率30％超の月が7ヶ

月となり、判断基準について満たしている状況。（なお、関西ー四国間において、特に2025年７月以降、分断値差発生率が増加して

いる背景には、連系設備制御保護装置取替作業等による運用容量減少の影響等があると考えられる。）

⚫ 他方、四国エリアに関しては、関西ー四国間及び中国ー四国間の二本のエリア間連系線があるところ、中国ー四国間については判断

基準を満たしていないことを踏まえると、関西ー四国間において判断基準を満たしていることのみをもってして、新たに四国エリア

を分割することにはならないと考えられる。

（出典）JEPX取引実績より事務局算出 赤字：分断値差1.5円/kWh以上、又は分断値差発生率30%以上
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2026年度オークションにおける市場範囲について（２／４）

⚫ 前頁の分断状況等を踏まえると、2026年度オークションの市場範囲を全国で統一することも考えられる。

⚫ 他方、2025年度オークションにおける市場範囲の検討と同様に、2025年3月から１年間のBL市場のエリア間値差平

均を確認したところ、現在のエリア設定ではなく全エリア統一（基準エリアは東京）であったとして試算した結果は

下表のとおり。東京から近いエリアであれば、生じる値差は１円/kWh程度と大きな変化はないが、四国・九州エリ

アになると値差は約2.5～３円/kWh程度まで上昇することとなり、過大な値差が発生する可能性を低減させる観点

からは、市場範囲を全国統一とすることは適切でないと考えられる。

＜ＢＬ市場の清算の仕組み＞
（2025年度オークション時点）

ＢＬ市場
精算価格

ＢＬ市場
約定価格

エリア
プライス

基準エリア
プライス

値差(ＢＬ市場)

＜基準エリアプライス＞
➢ 東日本市場・・・東京エリアプライス
➢ 西日本市場・・・関西エリアプライス
➢ 九州市場・・・九州エリアプライス

＜市場毎のエリア分類＞
➢ 東日本市場・・・北海道、東北、東京
➢ 西日本市場・・・中部、北陸、関西、中国、四国
➢ 九州市場・・・九州

エリア 基準エリア
値差

(円／kWh)

北海道 東京 -0.61

東北 東京 -0.89

東京 東京 0

中部 東京 -0.90

北陸 東京 -1.42

関西 東京 -1.58

中国 東京 -2.01

四国 東京 -3.24

九州 東京 -2.44

エリア 基準エリア
値差

(円／kWh)

北海道 東京 -0.61

東北 東京 -0.89

東京 東京 0

中部 関西 0.68

北陸 関西 0.16

関西 関西 0

中国 関西 -0.43

四国 関西 -1.66

九州 九州 0

＜市場範囲を全国統一とした場合生じる値差の試算>
(2025年3月~2026年2月）

＜現在の市場範囲における値差>
(2025年3月~2026年2月)
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2026年度オークションにおける市場範囲について（３／４）

• 一方、16頁の表において、2025年３月～2026年2月における中国ー九州間の分断状況を確認すると、分断値差が約

0.43円/kWh、分断値差発生率が約15.7％および分断値差発生率30％超の月が1ヶ月のみであり、判断基準を満た

していない状況。また、2024年度オークション、2025年度オークションの市場範囲の検討において参照した、

2023年３月～2024年２月、2024年３月～2025年２月の各期間においても、中国ー九州間の分断状況は判断基準

を満たしていなかった。

• もともと、ベースロード市場の市場範囲について、九州エリアが西日本エリアから分割されたのは、2023年度オー

クションの市場範囲の検討において、2022年度の分断状況を確認したところ、中国ー九州間の連系線の分断状況が、

判断基準を上回っていたことによる。

• 他方、今般、2026年度オークションにおける市場範囲を検討するに際して、中国ー九州間について、分断状況が判

断基準を３ヶ年連続で満たしていない状況を踏まえると、引き続き九州エリアを分割する意義は薄れていると言える

のではないか。



（参考）2023年度オークションの市場範囲について
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第78回制度検討作業部会
（2023年4月26日） 資料5より抜粋



（参考）2024年度オークションの市場範囲について
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第90回制度検討作業部会
（2024年3月22日） 資料6より抜粋



21

2026年度オークションにおける市場範囲について（４／４）

• この点、2025年３月から2026年2月における九州エリアと関西エリアの値差平均（九州エリアプライスー関西エリアプライス）を

確認すると、-0.86円/kWhであり、九州エリアと関西エリアとの間で大きな値差が発生しているとはいえない。

• これらを踏まえ、2026年度オークションにおける市場範囲について、九州エリアを西日本エリアに統合し、「東日本エリア（北海道、

東北、東京）」、「西日本エリア（中部、北陸、関西、中国、四国、九州） 」の２エリアとして整理することとしてはどうか。

• また、西日本エリアにおける基準エリアは、2022年度オークション以前における西日本エリアの基準エリアが関西エリアであった

ことも踏まえ、引き続き関西エリアとすることとしてはどうか。

北海道

東北

東京中部関西

北陸中国

四国

九州

東日本エリア西日本エリア

＜2026年度オークション市場範囲＞
東日本、西日本

※   は間接送電権が現時点で設定されている方向、
 は26年度導入予定の新たな商品により設定される方向を示す。

21

エリア 基準エリア
値差

(円／kWh)

北海道 東京 -0.66

東北 東京 -0.96

東京 東京 0

中部 関西 0.68

北陸 関西 0.15

関西 関西 0

中国 関西 -0.46

四国 関西 -1.62

九州 関西 -0.86

＜各エリアと基準エリアの値差>
(2025年3月~2026年2月)
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１．2025年度第４回オークションの結果について
２．2026年度オークションにおける市場範囲
３．2026年度オークション以降における値差への対応等
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BL市場における値差への対応経緯（１／２）

⚫ ＢＬ市場はスポット市場を介して電気の受渡しを行っていることから、スポット市場でエリア分断が発生した場合に

生じる値差の影響を受ける。

⚫ 2022年度において、エリア間値差が拡大し、売手では費用を適切に回収できないリスクが、買手では約定価格で受

渡しができないリスクが増大化した。そこで、間接送電権の発行量等を踏まえ、暫定措置として2022年7月に値差

清算が導入され、2022年度7月以降及び2023年度の受渡し分に適用された。

⚫ その後、間接オークションの経過措置が2025年度末まで継続する中、間接送電権の発行量が限られる2024年度・

2025年度受渡し分についても、毎年度定められる閾値以上の値差については値差清算が適用された。

※ 2022年度の値差清算については、受渡し期中に導入したことから値差損による補填のみを行うとし、以降の値差清算は値差損益に対し補填・徴収を行うこととした。 

※   2024年度オークションで約定した２年商品については、事業者の予見性を確保する観点から、2026年度受渡し分にも値差清算を適用することとした。



（参考）間接送電権の目的・趣旨について
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第101回制度検討作業部会
（2025年4月1日） 資料4-2より抜粋



（参考）値差清算検討の留意点と対応方針
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第65回制度検討作業部会
（2022年5月25日） 資料3より抜粋



（参考）2024年度・2025年度受渡し分の値差への対応について

26

第70回制度検討作業部会
（2022年10月3日） 資料3より赤枠追加
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BL市場における値差への対応経緯（２／２）

⚫ 2026年度受渡し分以降の値差清算については、第101回制度検討作業部会（2025年４月１日）において、BL市場の

値差リスクを間接送電権を用いてヘッジすることに関して、BL市場との取引のタイミング・期間の不整合や、間接

送電権が設定されているエリア間が限定されている点などの課題について、間接送電権の年間商品導入後には、一定

程度解消することが期待されるとされた。

⚫ 他方で、年間商品の導入に伴い必要となるシステム改修等を2025年度BL市場オークションのタイミングに間に合わ

せることが困難である状況を踏まえ、2025年度オークションで約定した１年商品（2026年度受渡し分）及び２年

商品（2026年度・2027年度受渡し分）については、値差清算を適用することとされた。

⚫ その上で、2026年度オークション以降における値差清算の在り方等については、年間商品の導入時期等も踏まえつ

つ、改めて検討を深めていくこととされた。



（参考）値差の補填・徴収の考え方について
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一般社団法人日本卸電力取引所取引規程別紙
「ベースロード市場 値差の補填・徴収の考え方」

2025年6月27日改訂（抜粋）



（参考）2026年度受渡し分以降の値差への対応の方向性について 
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第101回制度検討作業部会
（2025年4月1日） 資料5より抜粋
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2026年度オークション以降の値差への対応の方向性について 

⚫ 2025年度末で間接オークション導入における経過措置が終了することに伴い、2026年度から間接送電権発行量の増

加が見込まれることや、第110回制度検討作業部会（2025年１月23日）において、2026年度より新たな商品及び

年間商品の導入が整理されたことを踏まえると、間接送電権の活用可能性が高まることが想定される。

⚫ 仮に2026年度オークション以降において、値差清算を終了し、値差リスクのヘッジを間接送電権での対応に委ねる

こととした場合に、売り入札者は、間接送電権の購入コストをBL市場オークションにおける売り入札価格に織り込

む必要があるが、2026年度における間接送電権の新たな商品及び年間商品の導入、また週間商品の売り入札価格の

見直しなどを踏まえると、2026年度時点において、間接送電権の購入価格を適切に見積り、BL市場オークションに

おける売り入札価格に当該コストを織り込むことは難しいと考えられる。

⚫ このため、2026年度オークションで約定した１年商品（2027年度受渡し分）及び２年商品（2027年度・2028年

度受渡し分）については、引き続き値差清算を適用することとしてはどうか。

⚫ 2027年度オークション以降の値差への対応については、 2026年度において行われる値差清算の金額規模、中長期

市場の創設に伴うBL市場の発展的解消の動向、中地域など間接送電権が設定されていない連系線・潮流方向におい

ては引き続き値差清算が必要になること等を踏まえつつ、今後検討していくこととしてはどうか。



（参考）新たな連系線での間接送電権の設定について 
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第110回制度検討作業部会（2026年１月
23日）資料６より赤枠追加



（参考）年間商品の設定について

32

第110回制度検討作業部会（2026年１月
23日）資料６より赤枠追加



（参考）週間商品の売入札価格の見直し 

33

第110回制度検討作業部会（2026年１月
23日）資料６より赤枠追加
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